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は じ め に 

 

 

 

平成１７年３月に国から示された「地方公共団体における行政改革の推進のため

の新たな指針(新地方行革指針)」に基づき作成された計画です。 

計画期間は、平成２４年度から平成２６年度までの３年度間と設定しました。 

 

 

 

平成２３年度までの清須市行政改革大綱の期間終了後、平成２４年３月に清須市

第２次行政改革大綱（以下「大綱」という。）を策定しました。 

併せて、大綱に位置づけられた重点項目を実現するための具体的実施項目を列記

した集中改革プランを策定し、行政改革に取り組んでまいりました。 

 
【大綱と集中改革プランの関係】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

集中改革プランとは 

本 市 の 状 況 

 

改革に向けて重視する視点 

○合併団体としての視点 

○市民とともに築く行政としての視点 

○簡素で効率的な行政組織としての視点

○持続可能な財政運営としての視点 

 

重点項目実現に向けての具体的施策 

取組項目 

内容等 

実績 年度毎の 

取組内容 

担当

部署

    

    

    

 

４６件の取組項目を設定 

 

改革に向けての重点項目 

○行政体制の再構築 

○事務事業の再構築 

○公共施設の再構築 

○財政システムの再構築 

○協働の推進 

清須市第２次行政改革大綱 

（平成24～28年度） 

集中改革プラン 

（平成24～26年度） 
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１ 取組項目の実施状況 

   集中改革プランでは、４６件の具体的実施項目を設定し、その実現に取り組ん

でまいりました。その結果、「実施済」の項目は４６件全ての項目であり、今後

も継続した取り組み、または、発展・拡充させながら取り組む項目として進めて

まいります。 

 

▼実施状況 

重 点 項 目 取組項目数 主 な 実 施 状 況 

①行政体制の再構築 １１項目 職員定数の削減 

②事務事業の再構築 １３項目
金銭給付的事業の見直し、 
一部事務組合への負担金のあり方 

③公共施設の再構築 ３項目 公共施設の見直し 

④財政システムの再構築 １１項目

超過課税の実施、 
有料広告の掲載、 
遊休資産の活用及び売却等の推進 

⑤協働の推進 ３項目 男女共同参画社会づくりの拡充 

⑥推進に向けて必要な取組み ５項目 附属機関等の会議公開制度の推進 

計 ４６項目 １００％実施済 

 

※取組項目の詳細は、別添資料のとおり 

 

▼数値目標設定項目の実施状況 

   集中改革プランでは、２件の取組項目について、具体的な数値目標を設定して

取り組んでまいりました。 

その実施状況につきましては、以下のとおりです。 

取組項目 数値目標 取組結果 

１．職員定数の

削減 

平成２３年度の４６７人から、

１０人削減した４５７人を目

標とする。 

平成２３年４月１日の職員数 

４６７人 

平成２６年４月１日の職員数 

 ４５７人 

 

 

 

平成２６年４月１日の職員数 

４５３人 達成 

４０．男女共同

参画社会づ

くりの拡充 

各種審議会等への女性参加を推

進するため、女性登用率３０％

以上とする。 

平成２６年４月１日現在 

女性登用率 ３１．２％ 達成  
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２ 行政改革効果額 

  集中改革プランによる歳出の抑制や歳入の確保を行った結果、取り組みを行わな

かった場合と比較すると、計画期間全体で１０億１，７００万円の行政改革効果額

を達成することができました。 
 
（１）年度ごとの行政改革効果額 

３年間で１０億１，７００万円の行政改革効果額 

   

0
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H24 H25 H26

百万円

継続効果額

単年度効果額

 

H24 からの

継続効果額

H24・25から
の継続効果額

3 億 100 万円 

3億 4,900万円

3 億 6,700 万円

▼行政改革効果額の積算方法 

○原則として決算額で積算しています。 

○次年度以降も効果が継続する場合は、継続効果額として計上しています。 
○各年度の算式は、以下のとおりです。 
〔算式〕 

  取組前の当該事業決算額 － 取組後の当該事業決算額 ＝ 行政改革効果額

   注）行政改革効果額がマイナスとなる場合（歳入の増）は、プラスに読み替え 
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（２）重点項目別の行政改革効果額 

重点項目 効 果 額 内  容 

行政体制の再構築 ２億５，１００万円
○職員定数の削減 

２億５，１００万円

事務事業の再構築 ２，７００万円

○金銭給付的事業の見直し 

        ２，３００万円

○一部事務組合への負担金のあり方 

          ４００万円

公共施設の再構築 ６００万円
○公共施設の見直し 

          ６００万円

財政システムの再構築 ７億３，３００万円

○超過課税の実施 

      ４億９，２００万円

○有料広告の掲載 

          ５００万円

○遊休資産の活用及び売却等の推進 

      ２億３，６００万円

合  計 １０億１，７００万円  

 

（３）年度ごとの重点項目別効果額 

 
３ まとめ 

これまでの３年間、集中改革プランに取り組んでまいりましたが、普通交付税等

の合併特例措置の逓減に加え、下水道事業等の特別会計への繰出金の増加も見込ま

れ、依然として財政状況は厳しくなるところです。 

そのため、これまでの集中改革プランを改訂・延長し、特定の課題を選択（重点

化）して目標数値を設定しました。今後、大綱終期までの２年間、集中的かつ明確

に行政改革に取り組んでまいりたいと考えております。 
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■取組結果の詳細 

 

１ 行政体制の再構築 

１－１ 定員管理の適正化 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

１ 職員定数

の削減 

人事秘書課 ○平成21年10月1日時点の480人から23人減の457人を

目標とする「清須市第２次定員適正化計画（H22～26）」

に基づき、定員適正化を推進 

平成25年 4月 1日時点で28人減の452人とし、予定よ

り１年早く目標を達成 

○H26：再任用制度を導入 

区 分 H24 H25 H26 

職員数(人) 461 452 453 
 

 

１－２ 総人件費の抑制 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

２ 給与の適

正化 

人事秘書課 〇人事院勧告に準拠した見直しを行い、国家公務員の給与

制度に準じた適正な給与水準を維持 

３ 超過勤務

手当の抑

制 

人事秘書課 〇時間外勤務状況のヒアリングやノー残業デーの実施等に

より、時間外勤務の抑制に努力 

４ 臨時職員、

嘱託職員

の適正な

配置 

全 庁 ○各所管部局で必要な事務補助等の職員を適正に配置 

区  分 H24 H25 H26 

人数(人) 538 526 560 

※選挙等で臨時に配置する職員を除く 
 

 
１－３ 人材育成・人事評価制度の推進 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

５ 人事評価

システム

の実施 

人事秘書課 ○人事評価システムを実施するため、管理職と一般職員に

分けた試行期間を経て、本運用を導入 

区  分 H24 H25 H26 

管理職 

(課長 補佐級以上) 
本運用 本運用 本運用 

一般職員 

(上記以外の正規職員) 
試 行 本運用 本運用 

 

別添資料 
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番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

６ 職員研修

の充実 

人事秘書課 ○専門性が高く、高度な行政課題に対応できる職員を育成

するため、人材育成に関する研修を実施 

年  研  修  名 

H24 

・メンター育成研修 

・コンプライアンス研修 

・メンタルヘルスサポート研修 

H25 

・接遇研修 

・人事評価評価者研修 

・タイムマネジメント研修 

H26 
・コンプライアンス研修（階層別） 

・業務改善研修 
 

７ 愛知県への

実務研修生

の派遣 

人事秘書課 ○市職員を愛知県に実務研修生として毎年度派遣 

区 分 H24 H25 H26 

派遣職員数(人) 2 2 2 
 

 

１－４ 電子自治体の推進 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

８ 情報セキ

ュリティ

ポリシー

の運用 

全 庁 

(企画政策課) 

○個人情報保護とセキュリティ管理の徹底を図るため、平

成17年度に制定した「清須市セキュリティポリシー」に

より、内容を改正しながら適切に運用 

９ 公共施設予

約システム

の運用 

関係部署 ○公共施設利用者の利便性向上を図るため、平成20年度に

公共施設予約システムを導入し、内容を改修しながら適

切に運用 

10 電子入札

システム

の導入 

企画政策課、

財政課 

○談合等の不正防止、事務の効率化を推進するため、平成

20年度に導入した電子入札システムを継続的に実施 

区 分 H24 H25 H26 

入札件数(件) 8 9 6 
 

11 電算シス

テムの最

適化の推

進 

企画政策課 ○平成 23 年度に策定した「清須市情報システム最適化計

画」により、次の視点から適切なシステム運用を推進 

①システム構築コストの削減 
②調達体制の強化による透明性の向上と適正品質の確保

③システム管理の強化による運用コスト抑制と品質向上

④情報セキュリティの強化 
⑤環境対策の実施 
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２ 事務事業の再構築 

２－１ 事務事業の見直し 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

12 行政評価

システム

の見直し 

全 庁 

(企画政策課) 

○行政評価を試行的に実施 

年度 内    

H24 
外部からの意見聴取（外部評価）を行政改革推進委員

2名で試行実施 

H25 
外部からの意見聴取（外部評価）を行政改革推進委員

全員で試行実施 

H26 
外部からの意見聴取（外部評価）を施策・事業評価シ

ートにより行政改革推進委員全員で試行実施 
 

13 金銭給付

的事業の

見直し 

全 庁 ○給付の必要性・水準等の視点で、事業の再構築を推進 

年度 内  容 

H25 

・消防団員厚生費補助金の団体懇親事業を廃止 
・生ごみ処理容器無料貸与を購入補助に変更し、家庭

用生ごみ処理機購入補助金へ統合 
・家庭用生ごみ処理機購入補助金の補助金額を見直し

・雨水浸透ます設置補助金、雨水貯留槽設置補助金の

補助金交付要綱を統合 

H26

・母子家庭等医療支給費の市単独事業を廃止し、所得

制限を導入 

・国民健康保険事業費補助金の対象を見直し 
・古紙、布及びアルミ缶回収報奨金の対象を見直し 
・浄化槽清掃費補助金の対象を見直し 

・生産調整事業実施助成金の単価を見直し 

・生産調整推進対策事業等事務助成金、農業振興事業

助成金を集落活動推進費助成金へ統合 
・農産物病害虫共同防除薬品代補助金の単価を見直し

・水稲種子更新事業費補助金の単価を見直し 
・そ菜種子更新事業費補助金を廃止 
・小規模企業等振興資金融資制度に係る信用保証料助

成金の内容を見直し 

・ 花卉園芸協会補助金を文化協会補助金へ移行 

※H27：いきいき女性農業者活動推進事業補助金を廃止 

心身障害者等タクシー料金助成金に所得制限を導入 

    心身障害者自動車ガソリン費用助成金に所得制限を導入

    介護用品支給事業に所得制限を導入 

    成人式記念品費の単価を見直し 

H28：し尿汲み取り料金市負担分の見直し 
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番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

14 公共工事

のコスト

縮減と品

質確保 

関係部署 ○公共工事のコスト縮減と、より高い品質を確保するため、

平成 19 年度に導入した入札制度の総合評価方式を継続

的に実施 

区  分 H24 H25 H26 

公共工事入札件数(件) 88 99 86 

うち総合評価方式入札件数(件) 1 1 1 
 

15 民間委託

等の推進 

全 庁 ○H24：夢広場はるひに指定管理者制度を導入 

16 公用車の

適正車両

への切り

替え 

財政課 ○約15年経過した公用車の軽自動車等への買替えを実施 

区  分 H 4 H25 H26 

全台数(事務用) 54 54 54 

買替え台数(台) 2 1 0 
 

17 一部事務

組合への

負担金の

あり方 

関係部署 ○H26：尾張農業共済事務組合は、愛知県農業共済組合へ統

合 

○構成市町と共に、一部事務組合の負担金のあり方を協

議・検討 
 

２－２ 受益と負担の適正化 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

18 社会教育

施設等の

使用料の

見直し 

関係部署 ○H26：清須市公共施設使用料の設定に関する基本方針を策

定 

○平成27年 3月議会に「清須市新川ふれあい防災センター

の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例案」

を始め、使用料改正の関係議案を提案、可決 

 →平成27年 10月より施行 

19 手数料の

適正化 

関係部署 ○H24：外国人登録法の廃止により、外国人住民を適用対象

とする住民基本台帳法の改正に伴い、印鑑登録証の

発行対象として追加 

20 特別会計事業に

おける受益と負

担の適正化 

関係部署 ○H26:後期高齢者支援金分及び介護分の賦課限度額を改定

○H26:国保運営協議会にて「収支均衡策を含む運営のあり

方」について答申を受け、今後さらに検討 

21 保育サービス

（保育所）にお

ける受益と負

担の適正化 

子育て 

支援課 

○H25～26：子ども・子育て支援新制度に合わせて、保育料

等を検討 
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番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

22 保育サービス

（幼稚園）にお

ける受益と負

担の適正化 

学校教育課 ○H25～26：子ども・子育て支援新制度に合わせて、幼稚園

授業料を検討 

23 自己負担

のあり方

の見直し 

全 庁 ○H25～26：放課後児童クラブの拡充に合わせて、利用料の

改定を検討 

 

２－３ 補助金のあり方 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

24 補助金、

交付金等

の適正化 

全 庁 ○公共的団体への補助金を見直し 

年度 内  容 

H25 
・交通安全協会補助金及び防犯協会補助金を削減 

・消防団員厚生費補助金の団体懇親事業を廃止 

H26 ・花卉園芸協会補助金を文化協会補助金へ移行 
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３ 公共施設の再構築 

３－１ 公共施設の適正な配置 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

25 公共施設

の見直し 

全 庁 ○公共施設の統廃合等による再構築を推進 
 【公共施設の再構築】 

年度 内  容 

H24 

・はるひ保健福祉センターを市立図書館へ用途変更 
各地区生涯学習施設内の図書室を廃止 

・春日老人福祉センター２階へ春日保健センターを

移転 
・愛知県尾張建設事務所への有償提供終了 

H26 

・春日老人福祉センター３階を愛知県清須保健所と 
して有償提供 

・新学校給食センター供用開始 
各学校給食センターを廃止 

・新川体育館、新川ふれあいセンターを廃止 

 
 【本庁舎増築等の調査・検討】 

年度 内  容 

H24
清須市庁舎等再編検討会議開催 

清須市庁舎等再編基本方針（案）を作成 

H25
清須市庁舎等再編基本方針を策定 
基本設計に着手 

H26 実施設計に着手 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-10-



 

 

３－２ 計画的な保全管理 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

26 施設の計

画的な点

検・修繕 

財政課 

（全庁） 

○予算の編成方針で、公共施設整備にかかる経費を配分 

○公共施設の維持更新のため、定期的な点検・清掃、修繕

工事を実施 

○公共施設の修繕計画策定や構造躯体調査等を実施 

【修繕計画等の策定】 

年度 内  容 

H24 橋梁長寿命化修繕計画を策定（15m以上） 

H26 
道路修繕計画を策定（１級市道） 

橋梁長寿命化修繕計画を策定（15m未満） 

 

【構造躯体調査等の実施】 

年度 内  容 小学校 中学校

H25 屋内運動場非構造部材点検調査(校) 8 4 

H26 校舎構造体耐久性調査(校) 3 3 
 

 
３－３ 維持管理手法の見直し 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

27 指定管理

者制度の

拡充 

関係部署 〔再掲〕 

○H24：夢広場はるひに指定管理者制度を導入 
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４ 財政システムの再構築 

４－１ 歳入確保 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

28 市税徴収

率の引き

上げ 

収納課 ○休日の臨戸徴収の実施や、納税相談による納税者の事

情・状況等を把握 

 区  分 H24 H25 H26 

市税徴収率（％） 93.11 93.61 94.31 
 

29 給食費、保

育料等の

徴収対策 

関係部署 ○給食費、保育料等の未収金について、書面による催促及

び窓口での徴収等により収納対策を強化 

30 社会教育

施設等の

使用料の

見直し 

〔再掲〕 

関係部署 ○H26：清須市公共施設使用料の設定に関する基本方針を 

    策定 

○平成27年 3月議会に「清須市新川ふれあい防災センター

の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例案」

を始め、使用料改正の関係議案を提案、可決 

 →平成27年 10月より施行 

31 手数料の

適正化 

〔再掲〕 

関係部署 ○H24：外国人登録法の廃止により、外国人住民を適用対象

とする住民基本台帳法の改正に伴い、印鑑登録証の

発行対象として追加 

32 超過課税

の実施 

税務課 ○都市基盤整備を推進するため、法人市民税の超過課税を

実施し、歳入の確保を推進 

33 有料広告

の掲載 

人事秘書課、

企画政策課 

○ホームページやコミュニティバス等に民間企業等の広告

を掲載 

区 分 H24 H25 H26 

西枇杷島庁舎屋上(件) 1 1 1 

ホームページ(件) 6 6 10 

バスのりば標識(件) 4 9 9 

バス時刻表(件) 8 8 － 

バス車内窓枠上部(件) 0 1 3 

レンタサイクル(件) － － 3 

  ※－：未実施（バス時刻表は改正時のみ） 
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４－２ 入札・契約の適正化 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

34 多様な入

札制度の

導入 

関係部署 ○公正な競争を促進するため、平成19年度に導入した条件

付一般競争入札を継続して実施 

区 分 H24 H25 H26 

条件付一般競争入札件数(件) 8 9 6 
 

35 請負業者

の格付け

等の実施 

財政課 ○平成18年度に施行した「清須市建設工事請負業者格付要

領」により、建設業法の規定に基づく総合評点等で算出

した総合点数で、工事種別ごとに請負業者の格付け等を

実施 

36 電子入札

システム

の導入 

〔再掲〕 

企画政策課、

財政課 

○談合等の不正防止、事務の効率化を推進するため、平成

20年度に導入した電子入札システムを継続的に実施 

区 分 H24 H25 H26 

入札件数(件) 8 9 6 
 

 

４－３ 未利用、低利用資産の有効活用 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

37 遊休資産

の活用及

び売却等

の推進 

財政課 ○遊休資産を積極的に活用するため、貸付・売払を実施 

区 分 H24 H25 H26 

土地貸付収入(円) 13,437,569 13,013,712 12,726,072

建物貸付収入(円) 0 0 6,018,707

不動産売払収入(円) 93,557,703 58,242,321 38,212,422

物品売払収入(円) 0 0 460,290
 

 

４－４ 予算査定の改革 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

38 持続可能

な財政運

営の推進 

全 庁 

（財政課）

○財政調整基金残高の一定規模を保持し、持続可能な財政

運営を維持 
区 分 H24 H25 H26 

財政調整基金 

年度末残高 

（千円） 

1,850,987 1,917,486 2,006,880
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５ 協働の推進 

５－１ 地域との協働の推進 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

39 アダプト

制度の推

進 

全 庁 ○平成20年度に開始したアダプト制度を継続して実施 

区 分 H24 H25 H26 

参加団体(団体) 24 25 25 

人数（人） 515 580 519 
 

40 男女共同

参画社会

づくりの

拡充 

全 庁 ○H25：清須市男女共同参画プラン（中間見直し版）策定 

○各種審議会等への女性参画を推進するため、附属機関及

び附属機関に準じる機関の女性登用率を30％以上とする

目標に対して、31.2％（H26.4.1現在)を達成 

41 地域によ

る安全確

保の推進 

関係部署 ○交通安全協会、防犯協会、少年補導委員会等が地域によ

る安全確保のための活動を継続して実施 
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６ 推進に向けて必要な取り組み 

６－１ 情報公開の徹底・説明責任の遂行 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

42 附属機関

等の会議

公開制度

の推進 

全 庁 ○平成18年度に施行した「清須市附属機関等の会議の公開

に関する要綱」及び「清須市教育委員会附属機関等の会

議の公開に関する要綱」により、市ホームページ等で開

催状況を公開 

43 パブリッ

ク・コメン

ト制度の

推進 

全 庁 ○平成18年度に施行した「清須市パブリック・コメント手

続条例」により、各種計画策定時等に市民から意見を募

集 

区 分 H24 H25 H26 

実施件数（件） 1 5 9 
 

44 財務諸表

の公表 

財政課 ○市の全会計に加えて、本市が加入している一部事務組合、

出資を行っている尾張土地開発公社・（福）清須市社会福

祉協議会等を連結した財務書類を作成 

 

６－２ 行政評価システムの導入 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

45 行政評価

システム

の見直し 

〔再掲〕 

全 庁 

(企画政策課) 

○行政評価を試行的に実施 

年度 内  容 

H24
外部からの意見聴取（外部評価）を行政改革推進委員

2名で試行実施 

H25
外部からの意見聴取（外部評価）を行政改革推進委員

全員で試行実施 

H26
外部からの意見聴取（外部評価）を施策・事業評価シ

ートにより行政改革推進委員全員で試行実施 
 

 

６－３ 国、県への働きかけ 

番号 取組項目 担当部署 取 組 結 果 

46 市長会等

を通じた

働きかけ 

全 庁 ○国や県に対して、道路・橋梁事業を中心とした積極的な

要望活動を実施 
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集中改革プラン取組結果 

（平成２４～２６年度） 

 

平成２７年１１月 

 

清須市企画部企画政策課 

〒452-8569 愛知県清須市須ケ口1238番地

TEL 052-400-2911（代表） 


